
第２次北しりべし定住自立圏共生ビジョン一部改正の概要 

背景と目的 

国（総務省）の「定住自立圏構想推進要綱」一部改正に伴い、「第２次北しりべし定住自立圏共生ビジョン」を次のとおり一部改正します。 

（１）定住自立圏における「将来推計人口」や「中長期的な将来人口、高齢化率等の目標」の設定と共生ビジョンへの追加記載 

（２）共生ビジョンに記載する具体的取組に関しての明確な「成果指標（KPI※1）」や「政策分野ごとの基本目標」の設定と共生ビジョンへの

追加記載 

定住自立圏の取組がより実効性のあるものとするため、共生ビジョンにおいて提示する将来像に上記（１）を、各施策ごとに上記（２）を

設定･記載し、各取組の進捗管理を行うことで、共生ビジョンに基づく取組の成果を把握、検証し、次の施策に反映させる PDCA サイクル※2

を構築することを目的としています。 

定住自立圏共生ビジョンにおける KPI等の設定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 Key Performance Indicator

の略。目標に向かって過程が適切に

実行されているか計るために設定し

ます（重要業績成果指標とも言われ

ます）。 

※2 Plan（計画）→Do（実行）

→Check（評価）→Act（改善）の

4 段階を繰り返し、業務を継続的に

改善する手法です。 

 



 

一部改正の概要 

以下のとおり、第２次北しりべし定住自立圏共生ビジョン（平成２７年度～平成３１年度）の各章に追加記載します。 

 

１ 中長期的な将来人口及び年少・生産年齢人口比率の展望【第１章（圏域の将来像）】 

 

   本ビジョン（終期：平成 32年 3月末）においては、下表の 2020年（平成 32年）の数値を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人、％）

2015年
（平成27年）

2020年
（平成32年）

2025年
（平成37年）

2030年
（平成42年）

2035年
（平成47年）

2040年
（平成52年）

圏域の展望人口 151,453 145,621 137,764 130,948 126,119 122,128

（参考）社人研推計 151,654 139,734 127,455 115,352 103,701 92,559
年少・生産年齢

人口比率
62.8 60.4 59.8 59.3 58.6 58.6

（参考）社人研推計 63.2 60.0 59.0 58.1 56.9 54.7

※　「圏域の展望人口」は、2015年は国勢調査に基づく人口、それ以外は各市町村の「人口ビジョン」に掲載する

　将来展望人口の合計としている。

※　「年少・生産年齢人口比率」は、「圏域の展望人口」のうち、年少人口（0～14歳）及び生産年齢人口（15～64

　歳）が占める割合を表している。

※　「社人研推計」とは、平成25年３月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した将来推計人口である。



２ 政策分野ごとの基本目標 及び 具体的取組に関する KPI【第４章（定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 


